



Documentary History of Movements by the National Confederation of
Public Financial Officer's Unions of Japan in the Early Occupation
Period (III .  f in.) : 
Based Chiefly on SHINAGAWA Kazuto Papers.


































































61 金融・財政危機突破対策要綱 (草案) 朝日新聞
62 政府声明―政府の最終案















































































































































































































一　越年資金本人最低実収1,100 円、家族一人にツキ300 円支給セラレタシ (最低トハ最低給
料ヲ受クル従業員ヲ言フ)。




















































































内閣総理大臣 吉田 茂 閣下
＊ 別紙の「諸般の政策」に関する文書は見当たらない。
〔別紙〕






























































































甲 勤 1,500 円


















































































































































































































































































































































































































































































































委員長 川上 嘉 (王子)
副委員長 有賀茂雄 (杉並)・佐藤誠 (局)
書記長 岩上新一郎 (中野)








































































































































































































































































































































































































































単一化反対の組合は、東北、中部、広島、四国 組合員数8,479 名 そのうち賛成者2,424 名
30%










北海道税務職粗　　　1,323                  1.323             1,323                        0                    0 ○
東北税務職粗　　　　2,114                     490                417                    690                    4
東京税務職粗　　　　7,760                  7,760             7,760                        0                    0 ○
中部税務職粗　　　　3,205                  1.001                899                      71                  31
大阪税務職粗　　　　6,510                  6,510             6,510                        0                    0 ○
広島税務職粗　　　　2.042                     725                702                        5                  18
四国税務職粗　　　　1.118                     436                406                      30                    0
九州税務職粗　　　　3.721                  3,721             3,721                        0                    0 ○
計 27,793                21,966          217383                    175                  53





















































































に100 円を乗じた額の合計額 (例えば夫婦と子供一人の場合は800 円) であるが、これが一部
には本人600 円家族一人100 づつと報道されたため600 円と本人及び扶養家族の数に100 円






































































































































































役職名 氏　 名 出 身 地 連
委　員　長 川　上　　　嘉 関　東






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































閣 議 了 解
労働調整関係法第三十六条乃至第三十八条の規定により法律上明瞭に禁じられている争議行為
については同法第四十条の規定は、適用がない。
参考　労働関係調整法
第四十条　使用者は、この法律による労働争議の調停をなす場合において労働者がなした発言
又は労働者が争議行為をなしたことを理由として、その労働者を解雇し、その他これに対し
不利益な取扱をすることはできない。但し労働委員会の同意があったときはこの限りでない。
(完)
